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電発電源の切出しに関する論点 

 

平成３０年３月１９日 

事  務  局 

 

1． 概要 

  

○ 電源開発株式会社（以下、「電源開発」という。）の保有する電源は、歴史的経緯や制度的理由か

ら、旧一般電気事業者と長期相対契約を締結し、長年、旧一般電気事業者が電気を購入してきた

経緯がある。 

 

○ 電源開発の保有する電源（以下、「電発電源」という。）については、旧一般電気事業者の自主的

取組として、ここ数年、一定の切出しが行われているものの、切出し量は非常に限定的となって

いる。今後、ベースロード電源市場の創設も予定されている中、適切な競争環境を整備する観点

から、電発電源の切出しについての考え方を整理する必要がある。 

 

２． 経緯 

 

○ 電気事業法改正前には、卸電気事業者である電源開発は、原則として、旧一般電気事業者のみ

へ売電することを前提とされていたため、旧一般電気事業者と基本協定 1を締結し、事実上の無

期限の長期相対契約を締結していた。2しかしながら、今般の法改正で卸規制が撤廃されて以降

も、当該基本協定は存続しており、既に切出しが実施された一部の電源を除き、旧一般電気事業

者がほぼ全てを受電する状況が継続している。なお、同電源については、旧一般電気事業者の

経過措置料金価格の算定基礎ともなっている。 

 

○ 電力・ガス取引監視等委員会は、旧一般電気事業者に対し、自主的取組として、電発電源の切出

しを求めてきており、これまでに約４６．６万 kW（電源開発の現在保有する発電設備は総計約１７

００万kWであり、石炭火力発電所は約８４０万kW）の切出しが行われている（別添１参照）。 

 

○ また、電源開発の電源の切出しについては、2019 年に開設が予定されているベースロード電源

 
1 基本協定には、例えば、①当該発電所で発電した電力量のうち運転維持に必要な電力及び当該発電所から電力供給地点

までの供給損失を除いた全量を旧一般電気事業者へ供給すること、②旧一般電気事業者ごとの電力の配分量、③電源開発

から旧一般電気事業者に対する電力の受給料金（当該発電所の精算目途工事費に基づいて算定された原価に基づき算定）、

④当該発電所の営業運転開始の日から営業運転停止の日までを売電期間とするなどの内容が規定されている。 
2 同制度の下では、結果的に、電源開発は旧一般電気事業者と長期相対契約を締結することで、長期間の安定した事業環境

を確保できていたという側面も存在するとの指摘もある。 
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市場において、一定量の切り出しを行う方向で議論がなされている 3。 

 

３．競争政策上の課題 

 

○ 多くの新電力は主として卸電力取引所と常時バックアップを電源調達先としており、新電力が旧

一般電気事業者と相対契約を締結する事例は限定されている。このような状況下において、電

源開発が保有する石炭火力及び水力発電設備は、その可変費が他の火力発電所の可変費と比

較して低廉である一方で、（大規模石炭火力等に投資する新電力も存在するものの一般的には）

大規模な電源の開発が環境対策その他の面で必ずしも容易ではないこともあり、新電力 4にと

っても利用価値は大きく、競争を促進する上で重要な手段となっている。 

 

○ 競争政策の見地 （注） からは、旧一般電気事業者が、小売全面自由化以前に稼働済の電源につ

いて、小売全面自由化以降にも、引き続き基本協定に基づき排他的な受電を受けることは、新電

力による競争力のある電源を調達する機会を制約し、ひいては、新電力の事業機会の拡大を困

難にし、競争環境によっては、競争を歪める可能性があると考えられる。このため、諸般の事情

を総合的に考慮した上でもなおこのような競争歪曲効果がある場合には行政としての一定の対

応が必要となるものと考えられる。 

（注） 別途、旧一般電気事業者による電発電源の保有により、経過措置料金価格を抑制しうる可能性もあるとの側面も

ある。 

 

○ なお、当該対応の要否の検討にあたっては、新電力が小売市場（その部分市場を含む）におけ

る公正な競争を行うために必要となる取引所内外からの用途に応じた電源調達の可能性等を踏

まえた競争条件のイコールフッティングが図られることが重要であり、例えば、今後創設される

ベースロード電源市場（別添２参照）において旧一般電気事業者や電源開発が電気を供出する

際の対応等が適切なものとなっているか否か等が判断の要素となるものと考えられる 5。 

 

 
3 制度検討作業部会中間整理（2次）（平成29年12月26日）の資料によると、足下の全国エリア離脱率（約9%)が年1％で伸

張すると仮定し、20年度の全国エリア離脱率に基づき、開始年度(19年度)の全体供出量を決定する場合、BL市場創設当初

の供出量は560億kWhと試算されており、このうち、電発電源は約61億kWhを占めると想定されている。 
4 新電力には、旧供給区域以外への域外供給を行う旧一般電気事業者も含まれ得る。 
5 容量市場など新電力と旧一般電気事業者との競争環境に影響をあり得る施策についてもその影響を考慮する必要があ

る。 



 

 

 

電発電源の切出し状況 

 

 
（出典）第25回制度設計専門会合資料より抜粋 

 

電発電源の相対卸供給の状況

日本の発電設備容量（火力＋水力）

電源開発
約1,700万kW

（8.9%）
〔100％〕

日本全体
約19,000万kW

(100％)

石炭火力
約840万kW
（4.4%）
〔49％〕

一般水力
約360万kW
（1.9%）

揚水

電源開発の設備容量 電発電源切出し議論の水準

15.1

11.6

35

総量 自主的
取組前

自主的
取組後

協議中

最大

最大62万
kW程度
（0.3%）
〔3.6％〕

(0.1％未満)
〔0.8％〕

出典：電力調査統計、及び第25回制度設計専門会合 電源開発提出資料より事務局作成
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卸電気事業者（電発）の電源の切出し
○ 東京電力EP、中部電力、関西電力、中国電力、四国電力、沖縄電力は切出し済み。
○ 北海道電力は、平成30年4月から年間2億kWh程度を水力発電所から切出す方向で協議中。
○ 東北電力、北陸電力、九州電力は継続して検討・協議中。

出所：旧一般電気事業者からの提供情報
*1：送端出力、*2：発端出力、*3：年間総発電量

北海道電力

東北電力

東京電力EP

中部電力

北陸電力

関西電力

中国電力

四国電力

九州電力

沖縄電力

更なる切出しについては未定

検討・協議中
（5万kW*2の一部）

更なる切出しについては未定

更なる切出しについては未定

３万kW*1を
切出し済み

検討・協議中
（3～5万kW*1）

更なる切出しについては未定

切出し量

原子力再稼働等による需給改善後

原子力再稼働を待たず、需給状況の改善後

更なる切出しについては未定

玄海原子力再稼働後

切出し時期

• 原子力再稼働等による需給の安定

• 需給状況の改善

• 玄海原子力再稼働

切出しの要件

• 7月に協議を実施

• 8月、9月、11月に協
議を実施

• 8月、10月、11月に
協議を実施

協議の状況

：前回から具体的な進展があった項目

更なる切出しについては未定3万kW*1を
切出し済み

1.8万kW*1を
切出し済み

35万kW*2を
切出し済み

1.8万kW*1を
切出し済み

1万kW*1を
切出し済み

検討・協議中
（5～10万kW程度*2）

平成30年4月から北海道電力管内にある電源開発の水力発電所全体から
切出す前提で協議中

• 8月~11月で5回の
協議を実施

検討・協議中
（年間2億kWh程度*3）

2017年7月
～9月期

資料３（別添１） 



 

 

 

  



 

 

 

 

ベースロード電源市場の概要（第8回制度検討作業部会資料より抜粋） 
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